
：筆者は沖縄経済開発研究所の招へいで，同研究所主催

の「ビジョン研究セミナー」参加のためi'Pi11lを訪ずれ，

6月15日～21日の間同地に滞在した。この間セミナーに

参加するかたわら，同研究所の好意：で，現地財界人，エ

コノミストその他関係者との懇談のほか，パイナッフ勺レ，

砂糖，セメント，ピーノレ，プライウッドなどの代表的た

工場，模範農場，畜産施設，農村，さらに基地の街コザ市

等を視察する機会を得た。視察は沖縄本島を中心とした

が，あわせて琉球列島の代表的な農村地帯に属する石垣

島の視察も行なった。以下はその見聞記である。ただ視察

期聞がきわめて短かかヮたため，ややもすれば表面的か

っ一方的な視察に終わるという誤りを犯しているかもし

れない。また本土への施政権返還，本土との一体化問題

など，沖縄にとって重要なこれらの問題につヤては，こん

どの旅行では調査しなかった。そのためこの鴇告は恐ら

く片手落ちの観察に!!JIしたであろう。あわせて断わって

おきたい。なお本稿では，日本をすべて「本土Jとした。

繁栄の虚像？一一高い成長と

ゆがんだ経済

仲沌は三つの群島〔沖縄，宮古，八重山〕からなるがJ

2400平方キロメートノレの島しょ地域である。これはほぼ

佐賀県の面積に等しい。人口は95万人（1966年）で，人

口密度は平方キロメートノレ当たり約；400人に達する。 こ

の人口密度は世界最高のオランダを超えているが， 『基

地」の中心である沖相群島では541人〔1965年）と著L

く高い。

沖縄本島で目につくのは，那覇市など市街地での盛ん

なビノレ建設と農村ー住宅のコンクリート建築化と小型自ナ

ンノミー乗用車の多いことである。外国商品のはんらん，

住民の整った服装も目をひく。これは零細農経済による

「日本一の貧乏県，それゆえの移民の供給地」といった

戦前の沖縄のイメージとはまったく隔絶したものであ

る。日本〈本土〉農討も戦後たしかに大きく交わったが
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その変わりかたはとうてU、m屯のlじではないように巴わ
れる。この印象からわれわれは， 「富める神間」 「消費

地沖縄」のイメーヅを描きやすし、。これはある意味で正

しいし，またある意味では皮相的な観察にもとづくもの

といえよう。

いうまでもなくここでは，特殊のひとつの「国民経済j

が成立してし、る。そこでまず沖促経済を概観しよう。沖

約経済は，これまで再三にわたるブームの現出とその反

動によってかなりはげしい変動をくり返えしながら急速

な成長を遂げている (1955～66年までの過去12年間の平

均経済成長率は11.8%に達してし、る〕。また公式統計ぽ，

人口 1人当たりの国民所得が 1962年の264ドノ川λら，

1965年366ドル， 1966年425ド／レ， 1967年506ドルとかな

り急速にふえていることを示している。この l人当たり

の国民所得水準は， 最近の台湾の2.5倍，韓国の4倍に

相当する。一部にはこの506ドルといった国民所得水準

は過小評価だとの見方も行なわれているJ、ずれにせよ，

沖縄の国民所得水準が，アジアの先発低開発国よりも，

はるかに高いことはまちがいなャょうである。このかぎ

りでは， 7富める沖縄jのイメージほ，案外虚伐とはい

えないかもしれない。しかし一歩立ち入ってみると，沖

純経済は非’；~にゆがんだ経済であることがわかる。 v• く

つかの指標によってこの間の事情を検討してみよう。

まず第lに，産業十月造の特具性である。これを国民総

生産の産業源泉川構成につU、てみるとつぎのとおり，第

3次産業のきわだった肥大化がみられる。この治st大産
業の肥大化だけをみると， u、かにも先進国型の経済構造

を示しているようにみうけられる。しかし，他の二つの

産業部門をみると，たしかに傾戸］的には第1次産業の相

対的低下と第2次産業の相対的増大がみられるが，その

絶対的な比重は著しく低い。したがって，第3次産業が

不均衡的に肥大化し，しかも越j勢的にみて，その比重は

大きくなってヤるο他方最近（1966年）の就業構造をみる

と，第1次産業86%，第2炊産業15%，第3次産業49%

である。すなわち，この二つの指探からみて，沖縄経済
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民｜民総生産の産よih-;i泉1JIH持成（%〉

i 1962 J 蹴 I1964 I 1965 1附 J 1967 

簿1次産主 117.61 17.3 14.8 15.剖 Ll.4 11.2 
色12次 u I 15.2! 15.9: l(i.E Hi.割問日I19.0 
第 3次 H I 67.21 66.9 68.6 67.41 69.71 69.8 
（うち軍J長）目） I 10.01 10.1 10.0 9訓 10.11 9.4 
国民総生駈 I100.01100・01()( .0 100.〔＞I100.01 100.0 

WI！，政府『I中純杭↑市i!i( 1968'<1' 3 J J ）。
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第 1表

（出所）
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第2表対外収支（経常取引〕

I 受取総額（その他とも）
(1）商品輸出（F.O.B)
（訪米軍関係受取
(3) その他貿易外受取

II 支払総額（その他とも）
(1）商品輸入（C.I.F.)
(2）現物援助
(3）貿易外支払

E 収支品 (I-II)

（出所〕 Jg l表に同t:0 

（単位； 100万ドル）

j 1957い9651附｜附
川.ol 235. 21 21:ul 337. o 
19.引 79.41 79.ll 77.5 
65.81104.~引 134.41 182.0 
8.到 27.11 29.0' 30.8 

97. 21235. 21 298. 41 365. 2 
82.91210.71 267目81328.5 
0.81 3.日 3.91 4.2 
9.41 12.日 16.41 20.9 

9.8lll 0.4111 24 71ム28.2

では， 「生産性」のより高u、第3次産業部門と生産性の

より低い第l次産業部門に多くの就業者をかかえている

ことがわかる3 要するに，第3次産業部門の不均i街的な
肥大化と第l次産業における低位生産性および第2次産

業部門の著しい立ちおくれ，これが沖縄経済における第

1の構造的特徴をなしている。

第2の特徴は，その対外収支にみられる。とくに貿易

収支のはなはだしいアンバランスと米軍関係受取額の大

きさがめだっている。貿易収支では，ほほ輸出 liこ対し

輪入4の割合で， 1960年代にはU、ってから入超額は毎年

1億ドルを超え，年々逆調は激化し， 1966年には 2億

3200万ドルの貿易赤字を出している。また米軍関係の受

取勘定は，受取総額の50%を超えている。すなわち，貿

易収支の巨大な赤字を「基地収入」で埋めているのであ

るo このような極端な入超と基地収入によるそれのカグ

ァといった対外収支構造は，特殊な沖縄経済の構造の反

吠である。

さらに沖縄怪済はその輸入依存度がきわめて高いこと

によって第3の特徴を形成している。すなわち1964年度

60%, 1965年度57%,1966年度62%といった具常に高い

輸入依存度は，生産財はもちろん，消費院の大半を輸入

によって滞っていることによるものである。これば，沖

縄の生産力が低いにもかかわらず，基地収入，援功など

によって高められた需要が，生産力の低さのために沖縄

の内部で満たされず，もっぱら輸入によって賄われてし、

ることを意味する。このことはまた，沖耗では投資効果

が抑制されることを意味する。

最後に，沖縄経済は1958年のB円からドノレへの切りか

え以来，完全なドル経済になっている。といってこれは

沖縄がアメりカのー州に準ずる経済圏を構成しているこ

とを意味するものではなv、。川？縄経済はアメリカ経済に
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従属しながらも，なお一個の独立した「国民経済」を形

成するといった特殊の性格をもってUる。したがって，

ドノレ経済であることから，沖縄経済の発展にとって必要

な「成長通貨」の供給は，その対外収支の黒字によって

追加するほかなャ。 u、きおい，あとで述べるように，輸

出の増大が困難な沖縄経済では，基地収入，援助，観光

収入，その他なんらかの手段でドル収入が絶えず増加し

ないかぎり，経済発展のための通貨の供給増加は困難に

なり，金融逼迫，経済活動の抑制をもたらすことにな

る。これまで再三くり返えされてきた沖縄経済の変動が，

こうしたドル経済のメカニズムの一環としてもたらされ

たことはいうまでもなU、。

II 基地経済の現象形態

アメリカ軍に直接雇用されているものの数は3方8000

人（1966年）で，総雇用者数の約20%〔総就業者数の約10

%〉を占めている。これに軍関係の建設工事， 7万人と

いわれる軍人・軍属およびその家族（うち家族員数は2

万人といわれる〉の消費生活を支えているサービス業，

商業など，同僚的な軍関係就業者は優に10万人を超えて

いるとみられてU、る。これは総就業者数の約25＇｝もに当た

る。また上記のとおり，軍関係の受取額は 1億8200万ド

／レ（1967年）に達し，対外受取総額の54%を占めている。

沖縄経済にお付る基地経済的性格の量的表現がこれであ

る。さきにみたI「1，前日経済における極端な第3次産業部門

の肥大化傾向もまた，こうした「基地経済jのひとつの

現象形態にほかならない。したがって沖縄経済の消長は，

「基地」の重みu、かんによって左右されざるをえないの

が現状である。事実，さきにみたように，これまで沖縄

経済が急速に成長してきたのは，この「基地」の重みの

増大によってで、あった。これは朝鮮動乱を契機とするア

メリカの極東戦略の展開によって，沖縄の要塞化が進め

られる過程で推進された。すなわち初期のガリオア資金

による経済復興援助から，軍事基地建設によるドル資金

の供治，さらに膨大な基地経済への再編成とU、った過程

をつうじて，沖縄経済は急速に成長した。このことは沖

縄経済が米軍基地と密着して存立してヤること，文字ど

おりの基地経済であることを示してし句。 「基地経済」

に大きく依存する一部の沖縄財界人の聞で，本土復帰後

沖縄の ghosttown化が危倶されているのは， とうした

沖縄の基地経済の現実を物語るものであろう。

たしかに沖縄経済は基地経済化によって発展してき

た。しかしこの発民過程は，沖縄経済の発展をゆがめ，
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ひずみを大きくする過程でもあった。さきにみた沖粧経

済の構造的特質ー一一極端な第3次産業部門の肥大化を特

徴とする産業構造の奇形化と対外収支の特異な構造の形

成はそのあらわれである。このようなゆがめられた経済

は，沖縄が資本蓄積をテコにした自律的な循環を遂げる

正常な再生産構造をもっ経済，したがって「自立的な」

経済発展の可能性をもっ経済とは著しく違っていること

を示している。

III 停滞的な農業と零細・兼業経営

沖縄の国民所得のなかで，第1次産業の地位が相対的

に小さく，しかもそれがしだいにf民下してu、ることはさ

きに指摘した。にもかかわらず，沖縄経済にとって第1

次産業，とくに農業の経済的地位は付っして小さくない。

すなわち就業構造についてみると，農業就業者数はいま

なお全就業者数の36%(1966年）を占めてし、るし，事前出

の72%(1966年）が砂糠とパイン健請などの農産加工品

であることからみて，これは明らかである。

農産物の大宗は甘蕉で，農業粗生産額の51%(1965年〕

を占め，これに次いで畜産（29%〕，野菜（6 %），甘藷

( 5 %），〆イナップ／レ（4%〕，水稲〔3%）がおもた農

産物である。このうち輸出農産加工原料として重要なの

は甘薦とバイナップノレであるが，畜産も輸出用農産物と

して注目をひきつつある。甘薦の収穫面積は3方2000ヘ

クタール（1966年〕，生産量186万トンで，農家の80%以上

がこ九を栽培してヤる。農業経営の甘熊栽培への依存度

は高く，沖縄の農業はこれまで多分に砂糖モノカルチュ

ア的性格をもってνた。それだりに糖価の変動は沖縄農
業にとって重大な影響をもたらす。しかし沖縄の農業経

営が一般にそうであるように，甘蕉栽培農家の経営規模

は小さく，零細農家の占める害1］合が圧倒的に高いcしたが

って1戸当たりの甘藤栽培面積も零細である。しかも農

家の69%，沖縄本島では71%（いずれも1964年農業セン

サス〕までが兼業農家で，農家の青壮年基幹労働力は，

兼業部門で多く就業している。そのため農業経営は高齢

者，婦人を中心に行なわれており，経蛍の合理化は一般

に立ちおくれてヤる。たとえば，甘薦の新植更新はあま

り積極的でなく， 3年， 4年にわたる株出しが多い。琉

球模範農場の農業経営調査によると，農家にとっては，単

収の低い永年株出しがかえって有利だという。このよう

な事情のため，甘藤の生産性は 1ヘクタール当たり70～

80トンにすぎない。したがって， トン当たり生産費は高

く，古湾の2倍以上に達するという o v、きおヤ原料代が

高くなり，製糖コストも害！）高になる。現在沖縄には製糖

会社12社，13工場あるが，その大部分が本土の糖業資本と

の提携企業であって，分蜜糖の生産量は20～27万トンで

ある。 200万トン内外の原料を13工場で分割すると， 1工

場平均わずかに15方トンにすぎない。これは明らかに製

糖会社の乱立を示すものである。ここでははとうぜん，

過当競争は避けられない。沖縄糖のほとんど全部が本土

向けに輸出される。 1952年以降，沖縄から本土向けの輸

出品については特恵措置が講ぜられることになったが，

I沙糖については，砂糖自由化後も，糖価安定事業団によ

る買入れ特別措置によって，国際競争から保護されてい

る。生産性の低ヤ，したがってコスト高の沖縄糖業の生

産が維持されているのは，もっぱらこの本土の特恵措置

と，本土糖業資本との提携によるものである。

パイナップノレは収穫面積2700ヘクタール（1966年），生

産量約7方トンで，面積，収量とも1960年の2倍以上に

達してνる。甘蕉栽培が停滞均であるのに比べて，パイ
ナッフ＇，レの栽培は急速な伸びを示している。これにつれ

てパイン纏詰の生産量も着実に増加し，最近（1966年〉

では約200万ケースに達する。パインの生産性もまた，

原料生産から加工段階をつうじて，台湾よりもはるかに

低いとされている。パイン健詰の輸出先は砂糖とおなじ

く本土であるが，ここでもまた，本土の特恵措置によっ

て，パイナッフ・1レ産業は辛うじて成り立っているにすぎ

ない。

農家数は1964年の7万7000戸から1966年7方4削戸と

漸減している。これは労働力の減少，非農業部門への転

業がおもな原因をなしてヤる。最近の1戸当たり平均耕

地面積は0.74ヘクタールと著しく零細である。経営階層

別の構成比で、みると，50アール未満が全体の52%を占め，

50～100アーノレ23%, 100アーノレ以上25%(1964年農業セ

ンサス〉である。このような零細経営に加えて， 「基地

経済Jによる兼業機会に比較的恵まれていることから，

農家の兼業率は著しく高い。とくに基地の島沖縄本島

では，専業農家は全体の29%にすぎない。直接基地をも

たない農業中心の石垣島においてさえ，兼業率は60%に

達する。しかも農家所得における兼業所得の割合は61%

(1966年〉と，農業所得を大きく上回っている。沖縄の

農業経済の特徴をここにもみることができる。自作農家

比は54%(1964年）で戦前とあまり変わっていない。農地

改革が行なわれていない沖縄では，不在地主の存在を含

めて古い自小作関係が残っているものと恩われるが，こ

の実態は部分的データによるほか明らかでない。
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N めだっ工業成長一一おもな

工業部門の現状

第2次産業の地位は，最近でも国民総生産の19%，就

業構造では15%と著しく低い。しかし最近その仲びはか

なりめだっている。たとえば，工業の成長率は，国民所

得の日立長率をはるかに上回る21%に達してヤる。製造業

の生産額でみると，食料品製造が総生産額の53%(1966 

年）を占めて圧倒的な地位を占めている。その中心は製

：糖，パイン纏詰，製粉，ビールなどで，これは沖縄の代

表的な工業である。次いで窯業，土石，木材・木製品・

家具，金属製品，タパコ，繊維加工，印刷；J.出版，化学
工業などがおもな製造工業部門を構成している。代表的

fょ企業を除ヤて，一般に製造業の規慢は小さい。たとえ

ば従業者4人以下の零細事業所が全体の86%,19人以下

が97%を占め，従業者数でも49人未満の事業所の従業者

数の割合は71%に達する。また資本金の規模でみると，

2万ドノレ未満が44%, 10万ドル未満が全体の82%を占め

ている（いずれも 1964年〉。このように沖縄の製造工業

は，圧恒j的に多ν、零細企業からなっているが，最近，比

較的規模の大きい企業の伸びもみえはじめている。

おもな生産部門についてみると，最も代表的な工業は

古lj記のとおり製糖業である。これもささに言及したが，

沖地の製糖は12社13工場によって行なわれ， 1工場当た

り平均原料処理量はわずかに15万トン内外，分蜜糖生産

では l万5000トン程度にすぎない。沖縄憾業は，乱立に

よる過当競争を現出しているが，原料生産から製糖過程

をつうじて，一般に生産の合理化がおくれ，生産性が低

ヤといった欠陥をもっている。パイン維詰工業も製械と

同僚に，乱立，零細性，低1立生産性，したがってコスト

高といった一般的傾向をもっている。したがって，すぐ

れて国際商品である砂糖とノf，イン繕詰は，類似の自然的

条件のもとで生産されてし、るお湾産品とはとうてい競争

的ではない。沖縄の砂糖とパイン繕詰の輸出市場は本土

であるが，この市場確保は，本土の特恵措置によって支

えられていることは前記のとおりである。本土市場にお

ける沖縄産品を外国商品なみの自由競争原理で考えるこ

とは現実的ではないが，将来とも特別の保護的施策なし

には〈またこれは少なくとも一定期間ぜひとも必要な措

置であるが〉，沖縄の砂糖およびパイン憾詰工業の生産を

維持することは困難で、あろう。

ビーノレは資本金45万ドルの l社で生産されている。こ

の会社は本土のKピール社と技術提携を行なっている。
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ビール工業の歴史はまだ浅く，製品が発売されたのは

1959年であるが，生産はその後急速な伸びを示している。

すなわち当初の年産3万石から， 1963年6万石， 1965年

10万石と増加し，目下15万石生産を目標に殺怖を拡張中

である。その販路はもっifら沖縄で，若干の輸入ビール

と並んで消費されているが，市場のシェアは90%を超え，

圧倒的な強みをみせている。しかしこれは本土産ビール

の輸入を 200%の高弔問視で抑えるという， きわめて手

厚い保護によって伸びていることを忘れてはならない。

最近この高い関税障壁を乗り超えて，本土産ピーノレの

「なぐりこみ」的な進出がみられるという。手厚い保護政

策によって安泰な地位を保ち，急速な発肢を遂げてきた

沖縄のビール工業の前途はけっして平坦ではないように

思われる。 「一体化」問題のなりゆきいかんで事情はい

ささか異なるであろうが，将来，砂糖やパイン踏詰に対

すると同様の保護措置を講ずる可能性は困難視されるか

らである。

セメント工業もまた沖縄の代表的な近代工業のひとつ

である。現在生産はアメリカ資本（カイザーセメント社〕

との合弁企業1社で行なわれ， 1966年の生産量は約18方

トンである。本社はロータリー・キノレン2基をもっ。う

ち1基は創立当初西ドイツのポリジウス社から，もう 1

法lま最近本土の II-Itlから導入した。本社が生産を関車台

＠）出荷）したのは1955竿で，沖i誌におりるセメント工

業の歴史はきわめて新しい。周知のとおり，沖縄の経済

はアメリカ軍の基地建設とその維持によって成長してき

た。この基ー地建設と「基地経済」の拡大にともなうセメ

ン卜の需要は膨大であった。ところがこの基地建設は，

主として本土の土建資本の手で行なわれた。沖縄の土建

業改その下請け企業にすぎなかったが，この過程で資本

を蓄積し，現在では独立企業としていくつかの土建業者

が沖組の代表的な企業に成長している。いずれにせよ，

沖縄でセメントがまだ生産されなかった基地建設の最盛

期には，セメント需要の全部が本土から供給された。し

かもこのような土建業の情況のもとで形成された沖縄の

土建業と本土のセメント資本との関係はきわめて緊密

で，この関係はいまなお堅持されているといわれる。し

たがって沖縄のセメント市場で，地元産と本土産との競

争力E激化している。本土産のセメントは，沖縄の土建業

者との強い結ひ’つきに加えて， 「本土のセメント業界は

輸出組合を結成して，業界全体の負担で沖縄にダンピン

グしている」（現地業界の声）。沖縄のセメント会社が，

2基の設備のうち 1基をごく最近まで稼動休止せざるを
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えなかったのは，こうした事情によるものであろう。現

地業界が，沖縄産セメントの奄美大島への輸出を強く希

望しているのも，こうした苦哀の現われであろう。？判屯

では民間部門での静かな建殺ブームが進んでいるように

みうけられる。とれにつれてセメント需要も増大するこ

とは疑いない。しかし以上のような本土セメントとの抗

争によって現出されている「過剰生産」傾向がにわかに

緩和するとは思われない。むしろこうした競争関係じ，

今後いっそう激化するとみるべきであろう。これは単に

沖縄市湯をめぐっての問題ではなく，仙のアジア市場に

ついても事情はおなじであろうし，またここでは急速に

輸出産業化し，より巨大な生産カをもっている台湾セメ

ントとの競争が待ち構えている。こうみると，有望な新

奥産業として期待されてし、る沖続のセメント工業のI前途

は，かなりけわしいといわなければならない。

プライウッ F工業では，地元土建資本による先発企業

と，輸出向け生産を目的にアメリカ資本との合弁で設立

された企業との2社が代表的なものである。プライウッ

Fの生産は，基地の建設，墓地経済の拡大とともにi酌ll

し，現在ではその一部はすでに輸出されている。その生

産過程の機松化はすすんでいるが，なお手作業l乙依存す

るところが少なくない。プライウッド工業の対外競争力

についてはにわかに断定し難いが，最近台湾がその生産

条件に恵まれ，輸出産業として急速な発肢を遂げている

ことからみて，台湾との競争条｛牛ば必ずLも良好で駄な

いように思われる。

V 問題の多い工業部門

以上みてきたように， f中細工業は最近その生産領械を

はげ，近代的工業の発達も緩慢ながら絡につきつつある。

しかしその中心はνまなお製糖およびメイン健詰など食
料品工業である。この部門は，すでに指摘したように，

生産の合理化が立ちおくれ，したがって生産性の低u、後

進性を特徴とする。それだけにこの特徴は，沖縄工業の

後進性を規定している大きな要因である。さらに沖縄工

業は，狭い自給市場を対象にしているため，その生産規

模は一般に零細で資力に乏しく，設備の近代化，最新技

術の導入，経営の合理化などがおくれているといわれるc

また工業化の歴史が新しいだけに，熟練工の蓄積も一般

におくれてャる。物価はかなり安定的であるがp 賃金水

準はかなりめだった上昇を示している。これは労働力の

需給関係とともに，；9＇縄特有の生活環境によるものと思

われる。なお賃金水準についていえば，業種および事業

p)i'の規模によってかなりの隔差があるが，製造業（5人

以上〉の平均賃金77.3ドル（1966年9月〕というように，

かなり高い。しかもその上昇率位前年同期に比べて酌10

ドルに達する。近年ノξイン値詰工業などで，台湾からか

なり多くの季節労働者が導入されており，その賃金t土台

湾の4倍，ほかに募集費l人当たり50ドルが支払われて

いるとしう。これは季節的とはいえ， fl•料の労働力需給

が逼迫してレること，およひ。賃金水準が相対自りにかなり

高いことを示してu、る。沖縄工業の中心が比較的高k、労

働尉付j支を必要とする食品・軽工業にある現：伏からすれ

ば，このような労働事情は，その対外競争力にとって規

制要因にならざるをえない。

工業の今後にとって，もう一つの問題は外資導入の影

響である。 1966年末現在で，その免許件数と導入認可額

はつぎ、のとおり， 227件1600万ドルに達する。このうら

件数の48%，金額の57%が工業である。また工業のうち

件数の22%，金額の32%が製糖およびパイン健詰関係で

ある。

第 3表外資導入決況

（単位： 1000ドノレ）

I／二
一 lうち工莱｜合 5十 仁？： 

ヲP メリカ I 88 I 22 I 6,998 I 4,166 
IJ 木 （オて：l二） I s1 I 49 I 6,644 I 4,338 
l守 f品. t，袴 I 52 I :,;:: I 1,594 I 55 6 
フイりピン｜ 29 I 1 I 127 I 2 

...,. I 7 I ー I 385 I ー

その他 I 15 I s I 402 I 75 
合計I 221 I 109 I 16,150 I 9,137 

(/1＼所〕 第 1表に同じ。

この外資導入は，単に資金蓄積の補完にとどまらず，

とくに工業部門にあっては，その「近代化」の契機にな

る。事実，仲絹の工業化にとって，との外資が果たしつ

つある役割は大きνと恩われる。しかし他方では，それ

が沖縄の経済および工業の対外依存，外資による支配を

強化する契椴になることも杏定できなν。このような事

実はかなり一般的だといわれる。最近， ESSOなどの国

際石油資本が，沖綻で石油精製を行なおうとしてヤるが

これもそうした風潮に拍車するであろう。

以上のような沖れ工業の問題仕，その本格的な発展，

とくに対外競争力をもっ工業として発展するためには，

どうしても解決し，あるνは注意しな付ればならなU、重
要な問題である。
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VI 基地の街コザ、市一一ただよう

不安と不満

こんどの旅行で，コザのアメリカ軍基地を訪ずれる機

会を得た。広大な基地には，いろいろな梅設のほか，芝

生を張りつめた小じんまりした住まいが並び，ゴルフ・

リンクが設けられ，みるからにゆったりした雰囲気に包

まれている。この反面，ベトナム帰休兵などが離着陸す

る際の溜り場所は，大ぜいのこれらの兵士でざわめき，

とめて，とうしたはなばなしU、動きを冷ややかに見つめ

ているのが真相ではなかろうか。ではどうすばいし、のか。

「基地経済」を頭から否定するのは簡単である。しかし

それで片づくi司題でなνところに困難さがある。筆者が
このf!iの人たちと懇談しながら， u、いようのない焦燥感

に駆りたてられたのはセンシティヴにすぎるであろう

か。

河 「ピジョン」あれこれ

またゴルフ・リンクの向こうの滑走路からは，真黒に盗 本土復帰後の沖縄経済をどうしたらいいか。これをめ

った，ピンと張った奇妙な尾翼の，ちょうど巨大な鮫を ぐっていろいろの考えかたが現地で聞かれる。そのいく

思わせるB52が次々に飛び立ち，編隊で去っていく光景 っかについてみよう。もちろんこれは，復帰がどういう

は，この一見のどかな空気とはまったく異なった緊迫感 かたちで，との程度のスピードで行なわれるかによって

に満ちたものである。 考えかたは違ってこようが，その最もオーソドックスな

それにもまして印象的であったのは，文字どおりこの ものとして，農業の振興を中心とし，これに工業開発を

基地に依存する「基地の街コザ市」の経済人たちとの怒 くみ合わせた生産事業開発の考えかたがあるようにみら

談であった。それはまさに，基地経済の人格的表現とし れる。すなわち，これは現在国際競争力をもたず，本土

て刺激的であった。一言マいえば，それは本土復帰あるい の特恵措置でようやく存立している糖業とパイナップノレ

は本土との一体化に伴うはげしい不安の表明に尽きる。 産業の徹底的な合理化をはかり，生産性を高めることを

「アメリカ人がし、なくなれば， 6万人のこの街は立ちど 中核に考えるものである。これには，本土市場を対象に

ころに ghosttownになってしまう」 円刻帝したらわれ した，肉牛の生産肥育を中心にした音産振興もその一環

われは，いったヤどうなるのだ／」 「復帰したら日本の として考慮されている。工業開発では，工業用水の開発

革新勢力は，アメリカ人をここに居たたまれなくしてし を先駆に，繊准その他の軽工業の振興がそのねらu、にな

まうに違いなし、」 「自分たちはここまで，まったく自分 ってU、るようであるo容易に埋立て可能なサンゴ礁（こ

たちの力だけで伸びてきたんだ。本土が何をしてくれた れによって沖縄の面積は50%程度拡大が可能だといわれ

というのか／」 「復帰後われわれが安心してやってゆけ る〉を工場敷地化することによって，工場の誘致，工業

る具体策を示すのならまた別だが，ここを訪ずれる本土 開発をはかろうという考えかたもその一環である。

の政治家その他のお偉がたは，納得できる案をなんにも 第2は，観光開発によって，一大観光地にしようとす

示してはくれない／」こうした一連の不安と不満のこと る考えである。戦跡とサンゴ礁に固まれた明眉な風光，

ばが，憤りをもってほとばしるように出てくる。これは さらに石垣島，西表島を結ぶ海底公園開発の有望性，ま

驚異的でさえあった。 「われわれは日本人なんだから， た冬期の温暖な気候も，観光地化の有利な条件だとされ

本土復帰は当然だし，これに反対なんかしているのでは ている。 1966年における沖縄訪問の外客数は約8万曲。。

なャ／」このことばに偽りがあろうとは思わない。しか 人に達するが，これは1960年の4倍に当たる。こ九は「ー

しこれが喜びをとめた真意の発露だとは，どうしても受 H寺訪問者」 「公務者」 「商用者」 「通過者」から成って

けとれない。それほどかれらが虚心担懐になりえないの いるが，全体の80%(1966年〉が「一時訪問者」である。

は，むしろ当然であろう。いまかれらを大きく捉えてい これらの外客が落とす観光収入（1966年の推計〉は 1億

るのは，あすへの不安であり，今後の活きかたに一片の 9000万ドjレ， I人当たり216ドノレに達する。このうち「一

希望さえ与えてくれなし、本土へのtlまんである。たしか 時訪問者」分が総額の90%を占めている。この観光開発

に一定の蓄積をもち，目先のきく経済人のなかには，他 はアジアのハワイ化の夢を沖縄に託しているようであ

に転身を考えて対策を講じているものもあるようであ る。またこの観光地化に関連して，一大国際賭博場の開

る。しかしそうした人たちはきわめてまれだとUづ。労 設を本気で考える向きもあるようである。これは本土の

働組金や知識人その他を中心に盛りあがる本土復帰ム一 人の発想のように思われるが，いずれにせよ，視光開発

ドのなかで，との街の人たちは，はげしし、不安と不満を のイメージは多彩で，テンヤワンヤの観すらある。

108 



叫－－~－－－－一一一一一一一一一、一ー」’一一、一一一一、.. r～一一一一一一一一現地報告白九一日」，｛・

~·~ 3はp 「7・エJvト・リコ方孟℃JI命である。こ ~l,はむ

Lろ木土復帰の形式，その過渡的な形式にがかわる11',J庖

（円ようにも思われるし，またその意味する内界も必ずし

もハッキリしない。しかし，プエルト・リコが過剰労｛動

力をアメリカ労働背として排出し，アメリカの軍事基地

と，石油wri民その他の工業開発と観光l収入に依存する，
比較1'icJ「豊かなj 「特殊Jilli成Jだとャった特徴を沖車！日の

現状と対比して考えると，この方式の意味するところは

だνたいわかるような気がする。

活41まフリー・ポート構想である。これは第2の呑港

士1；えれぽよいであろう。これは第2のピゾョン（観光
地化）とも関連をもっ。企業が国籍の別なく自由に設立

でき，完全な自由貿易地域化によって外国商品が自由に

上院できるようにするのがこの構想のねらいである。

また， 「地域開発」の一環として，西表島刷、りおも

てじま〕 1規発の構想がある。これはかなりJ主体性をもっ
た開発フ。ロジェク卜として，本格的な開発が待たれてい

る。がここではふれない。

ところで，これらの多彩なピジョンの｛E:'J'；を論ずるこ

とは，それぞれ一定の前提条件がある以上，きわめて悶

峨である。ただあえて省干の感想を述べると一一策1の

ビジョンは，きわめてオーソドックスで，当然考えられ

る本命のように思われる（ことに，肉畜の肥育について

（土，日ti自体制の整備その仙の問題があるとはいえ，十分

検討の余地があるようにみうけられる〉。こ九は沖縄経済

の根本的な｛本質改善と本格的な開発をめざすものだり

に，長期にわたって，資金，技術，経営などについての

台理的，具体的な計画を軸にした開発を必要としよう。い

わゆる線香花火的な考えかたでは，とうてい実現はl副部

だからである。第2の観光開発構先日、につU、てはいくつか

の疑問がわく。たしかに風光明居には違いないのだが，

それはあまり変化に富んでいるとは思われず，いわばJt:i

f同州i見がある。気象条件にしても，冬季の海水浴は不可

能だし1 四季をつうじて観光客を動員できるだけの魁力

には乏しいように思われる。ごとに温度が苦しく高ャこ

とは，観光地開発にとって重要な，快適な自然環境条件

からみてかなり問題ではなかろうか。国際賂陣j易を設置

する考えかたは論外として，ここでさらに注意しな』すれ

ばならないのは，現在沖河を訪ずれる観光客が多いひと

つの条件として，安い外国製品のショッピングが可能な

ことである。端的にいって在見光はショッピンク引を兼ねて

行なわれているのが現状である。とすると，今後/i"i'fii目の

本！/l-1切な観光開発を考える場合，第4のピヅョン（フリー

・ポート構想〕と結びつかなし、かぎりあまり大きな期待

をかけることは困釘Eのように思わjもる。との自由貿易f也

域化構想が，「木土への復帰J「一体化」とどんな関係を

もつのか，はなはだ疑問である。これはむしろ現在のド

ル経済を創出し，実質的には本土からの分間tを考える発

想にほかならない。また第3のプエJレト・リコ方式は，

沖縄の現状のひきうつしで，そのかぎりでは「現実的j

な考えに違ヤない。だが，あまりにも現実肯定的である

がゆえに，かえって問題があるように思われる。とくに

この方式がプエノレト・リコのアメリカへの帰属の可否を

住民投票で決定（結果的には否定されたが）したように，

沖縄の本土復帰のいかんをおなじ方式で決めようという

のであれば，それはまったく論外というほかなU、。

これらの「ビジョン」は，その発想の根拠は異なって

いても，多かれ少なか；！1,, itl1侃の現実を踏まえて提起さ

れている。したがって，そのかぎりでは，それなりの合

理性をもってU、るといってヤいであろう。しかし，復帰

後の沖縄経済のピジョンとして，そのいずれかが単独で

決定的な重要性をもっとは考え草花ャ。現実には，これら

の構想のいくつかが，それなりの長所，欠陥および問題

をはらんだままくみ合わされて具体化することであろ

フ。

Vlll 容易でない「一体化」後の沖約経済

上記の「ビジョンJの採否がどのようになるにしても，

沖純経済の開発には，本土の積極的な経済的支援や特別

の制度上の保護的措置が，長期にわたってどうしても必

要である。 llllJI交上の保護措置に関しては，たとえば砂糖，

パイナタフ。／レ等のように対外競午カのなν産業について
は，一方で生産の合理化をすすめながら，他方でほ関税

その他の三手段で，外国産品からの保護措置をかなり長期

にわたって論ずる必要があろう。また木土と沖縄問にあ

る大きた「経済力格差jからもたらされる衝撃を緩和す

るための，1¥ilJ皮上のなんらかの配J惹も必要だと思われる。

しかし，制度的な保譲措置を柿じ難い純然たる民閣部門

での問題はそう簡単ではない。さきにみたビー／レ，セメ

ン卜など /ll•tl［の代表的な民間企業でさえ，一体化後の木

土資本との自由競争を考えると，資本カ，生産性，市場

支配カたどの点で競争が四日！Itになる可能性がある。その

他の部門でも同様の傾向がかなり一般化するおそれがあ

るように思われる。ここでは資本の論理の貫徹は避けら

れなU、。とくに，資本集約的な部門でこの傾向はより顕

著であろうじより巨大な資木の傘下に許｜崎l1の産業が再編
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成されるか，あるいはそれとの競争に敗退を余儀なくさ

れるか，あるいはまた独自の領械を開拓して自立するか

いずれかの途しか沖縄工業には残されていないであろ

う。この第3の途がきわめてけわしいととはいうまでも

ない。といってこのことは， fill縄で新しい工業開発が困
難だということを意味しなu、。第1の途，あるいはこの

基本路線で，一部の軽工業開発は『｜分可能であろう。

ツカリと艇をおろしている外国資本，あるいは石油輸興

工場建殺が決まったESSOなど図際資本と洲l縄経済と

の今後の関係も問題になろう。

とうみてくると，沖縄経済の将来には多くの悶雛が子

恕されるし，神純はそうした困雛な途を切り聞いて，経

済開発をすすめなければならない。主権者は本土がカをつ

くしてこれを援助する義務があると思うし，また河

以上は本土資本との競争の観点からの芋1]1折であるが，

外国資本との競争についても問題は大きい。たとえば，

さきにプライウッド工業について指摘したように， $1:l’働

集約的な工業生産部門では，すでに台湾との競争で押さ

れぎみである．今後，これに綿国あるいは香港を含めた

極東の先発低開発地域の工業の追いあげ，追い越しがい

っそう激化することは必至である。またすでに沖縄にド

人たちが，安易に堕することなく，この図難にとり組ん

でいくであろうことを信ずる。わけても戦後アメリカに

学び，すでに沖縄各界の中盤となって訴服している多〈

の「新しい」沖縄の人たちが，この困難な経済開発の担

当者，－推進者ーとして大きな役割を果たすだろうし，筆者

はこれに大きく期待したい。

（前夜研究部長）

アジア経済研究所刊行
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